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Ⅰ．はじめに
私は先の論文で海軍工廠における原価計算規程の進
展を論じた。海軍工廠は艦船の建造をおもな任務とし
ていたので，そこでは個別受注生産に適用される個別
原価計算思考を中心とする原価計算制度が構築されて
いた。海軍では原価計算という用語よりも，むしろ伝
統的に工事費整理が用いられており，これは海軍工廠
における工務規程がその原点であった1）。
また，私は過去の論文において，わが国の原価計算
制度は当初 2つの異なる思考から出発し，これに伴い
2つの系譜が形成され，それがある時点で統合され，
現行「原価計算基準」に至ったと論じた。ここで，2
つの系譜とは「簿記順序」を出発点とした財政会計制
度を源流とする原価計算制度の系譜，「原価計算基本
準則」を出発点としたドイツ原価計算制度を源流とす
る原価計算制度の系譜である2）。
財政会計制度を源流とする原価計算制度の系譜の特
徴としては，当初は損益計算および支出報告志向であ
り，その後，独立採算が可能な事業では損益計算志
向，一般会計で運営される事業では予算統制志向で
あった。政府経営の作業場では個別受注生産が行われ
ており，個別原価計算が適用されていたので，個別原
価思考が存在していたが，総合原価計算に基づく割り
算としての単位原価思考は存在していなかった（「海
軍軍需品工場事業場原価計算準則」において，不完全
ながらも初めて個別原価計算と総合原価計算の区分が
なされた）。他方，ドイツ原価計算制度を源流とする
原価計算制度の系譜の特徴としては，工業会計システ
ムの中で価格計算が主目的であったので，そこには生
産形態の違いから個別原価計算と総合原価計算の両方
が規定されており，当初から個別原価思考と割り算と
しての単位原価思考が存在していた。ちなみに，海軍
の原価計算制度は財政会計制度を源流とする系譜，陸
軍の原価計算制度はドイツ原価計算制度を源流とする
系譜に属する。
ここ最近における私の研究課題は，この財政会計制＊ 専修大学商学部教授
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度を源流とする原価計算制度の系譜の存在を一連の史
料から立証していくことにある。冒頭で言及したよう
に，現在の研究対象は艦船の建造が主たる業務である
海軍工廠の原価計算規程であった。やがて，海軍では
航空機の軍事戦略上の意義が高まると，艦船の建造と
同様に，大量の航空機（戦闘機，爆撃機，輸送機な
ど）を生産する必要性が生じた。こうした事情を鑑み
ると，海軍には艦船用の原価計算規程（「海軍工作庁
工事費整理規則」）のほかに，航空機用の原価計算規
程も存在していたはずである。しかし，海軍陸軍とも
航空機の生産は生産力が充実した民間会社に依頼する
方式を採用したのであり，航空機の原価計算はどのよ
うな展開を呈したのであろうか。戦時下においては，
軍需品統制の一環として，民間軍需会社には原価計算
の実施が強制された。したがって，海軍陸軍は民間航
空機メーカーに対して遵守すべき原価計算の規準を示
していたのではないだろうか。こうした問題意識を念
頭に史料調査を始めたところ，『海軍小史』におい
て，航空機工場の原価計算規程に関する記述を目にし
た。同書では，海軍が民間航空機メーカーに示した実
施すべき原価計算の規準である「海軍軍需航空機工場
事業場原価計算細則」が制定されたと記述されてい
る3）。これに関する史料を渉猟したところ，まずこの
規程を宮崎力蔵『工業原価計算』（科学主義工業社，
昭和 17年）の附録で発見し，次に中島飛行機の原価
計算規程（海軍向け），その後，立川飛行機の原価計
算規程（陸軍向け），そして陸軍航空本部における航
空機の原価計算に関する規程およびそれに関連する文
書を相次いで発見した。これらの史料からは，海軍陸
軍が示した航空機の原価計算の規準に従って受注先の
民間航空機メーカーは適用すべき原価計算規程を必要
としたことがわかる。したがって，中島飛行機と立川
飛行機の原価計算規程は，そうした軍からの要請で作
成されたものである。
本稿では，昭和 15年以降，本格化した航空機生産
に対応する原価計算規程の特徴を，先ごろ発見した戦
時下における航空機の原価計算規程に関する一連の史
料に基づいて明らかにしていきたい。この試みによ
り，財政会計制度を源流とする原価計算制度の系譜と
ドイツ原価計算制度を源流とする原価計算制度の系譜
の違いを航空機工場の原価計算規程を通じて考察でき
るのではないかと思われる。これは 2つの原価計算制
度の系譜が存在するという私の主張を敷衍する。
Ⅱ．先ごろ発見した史料の概要
先ごろ発見した戦時下における航空機工場に関する
原価計算規程および関連文書は，以下のとおりであ
る。
1．「機体発動機工場原価計算実施要領」陸軍航空
本部，昭和 15年 3月。
2．「陸軍航空工廠事業費整理規程」陸軍航空本
部，昭和 15年 4月。
3．「陸軍航空関係軍需品工場事業場原価計算要綱
運用方針案」陸軍航空本部，発行年不明（推定：
昭和 15年頃）。
4．東京監督班西山中佐「航空機工場原価計算実施
ニ就テ」陸軍航空本部，発行年不明（推定：昭和
15年頃）。
5．「原価計算実施規定」立川飛行機株式会社，昭
和 15年 6月。
6．「海軍軍需航空機工場事業場原価計算細則」海
軍航空本部，昭和 15年 4月。
7．「尾島工場原価計算実施手続（案）」中島飛行機
株式会社尾島工場，昭和 16年 7月 19日。
上記の 1から 5までは防衛省防衛研究所所蔵，6は
私蔵，7は群馬県立図書館所蔵であり，また 1から 5
までが陸軍関係，6および 7が海軍関係である。上述
の史料からは，海軍のみならず陸軍も航空機の生産に
は熱心であり，昭和 15年ごろを境に航空機の原価計
算規程の作成に本腰を入れ始めたことがわかる。図表
1は昭和 16年（1941年）から昭和 20年（1945年）ま
での航空機メーカー上位 3社と立川飛行機，海軍航空
廠，陸軍航空廠の年次別生産機数である4）。
図表 1のとおり，戦時下における航空機の生産機数
は約 70，000機弱であるが，そのうちの約 6割を上位
3社（中島飛行機，三菱重工業，川崎航空機工業）が
占め，海軍，陸軍の各航空工廠における生産機数はわ
ずかに全体の 4％にも満たない。各航空機メーカーは
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基本的に陸軍系列と海軍系列に分かれていたようであ
るが，中島飛行機，三菱重工業は双方から航空機の注
文を受けていた。他方，立川飛行機はおもに陸軍から
の注文を請け負っていた。
これまでの一連の研究において，陸軍関係の原価計
算規程の考察には手付かずであったが，今回発見した
史料は陸軍関係も数多くあり，これらの検討により海
軍のみならず，陸軍の原価計算手続きについても同時
に明らかにできると思われる。しかしながら，まだこ
の分野の史料調査は充分ではなく，現在手許にある史
料から「戦時下において航空機の原価計算がいかに行
われたか」をできる限り再現していきたい。これまで
もそうであったが，点在した史料を発掘し，本稿の試
みのように，これら点と点を結ぶことによって，線を
形成し，これを繰り返すことによって，やがてそれら
が全容の解明につながる面を形成するようになるであ
ろう。
Ⅲ．陸軍航空本部「機体発動機工場原価計算実施
要領」
陸軍航空本部は，昭和 14年 10月に制定された「陸
軍軍需品工場事業場原価計算要綱」（以後，「陸軍要
綱」と略称する）に基づいて，昭和 15年 3月に別冊
「機体発動機工場原価計算実施要領」（以後，「機体発
動機要領」と略称する）を制定した5）。この目次は，
以下のとおりである。
第一章 総則 第三章 直接費
第二章 原価ノ構成要素 第四章 間接費
「第一章 総則」では，「機体発動機要領」の趣旨，
それが準拠した規程や方針，製造指図書別原価の集計
が明示され，陸軍関係の（おもに民間の）機体発動機
工場（航空機工場）の原価計算手続きの大枠が示され
ている。ここで，「機体発動機要領」の大本となるの
は，「陸軍要綱」ならびに全 33項目からなる「陸軍航
空本部ノ運用方針」6）である。各陸軍関係の航空機工場
では，「機体発動機要領」に沿って原価計算手続きを
定め，それを監督官長経由で陸軍航空本部長に提出し
なければならなかった。
「機体発動機要領」における原価集計の概要は，次
のとおりである。
1．製造原価を直接費と間接費とに分類する。
2．直接費を製造指図書に直課する。
3．間接費を部門経由で製造指図書別に配賦する。
部門別計算における原価部門の区分は「陸軍要綱」
第三十六條の規定（原価部門の区分に関する規定）に
準拠して，各製造部門および各補助部門を設定する。
ママ
その際，原価部門は「陸海陸ニ区分シ得ルモノハ之ヲ
区分シ且ツ製造部門中ニ試作部門ヲ設定スルモノト
ス」7）とされている。多くの航空機メーカーは海軍と陸
軍の双方から注文を受けており，こうした区分が必要
図表 1 航空機メーカー上位 3社と立川飛行機，海軍航空廠，陸軍航空廠の年次別生産機数
（単位：機，％）
会社名
昭和 16年
1941年
昭和 17年
1942年
昭和 18年
1943年
昭和 19年
1944年
昭和 20年
1945年
計
概数 割合 概数 割合 機数 割合 機数 割合 棟数 割合 機数 割合
中島飛行機 785 15．4 2，215 25．0 4，646 27．8 7，896 28．0 4，019 36．3 19，561 28．0
三菱重工業 1，397 27．5 2，241 25．3 3，546 21．2 4，176 14．8 1，153 10．4 12，513 17．9
川崎航空機工業 733 14．4 1，034 11．7 1，984 11．9 3，665 13．0 827 7．5 8，243 11．8
立川飛行機 1，048 20．6 1，224 13．8 1，289 7．7 2，189 7．8 895 8．1 6，645 9．5
海軍航空廠 43 0．8 111 1．3 648 3．9 639 2．3 259 2．3 1，700 2．4
陸軍航空廠 65 1．3 177 2．0 366 2．2 303 1．1 93 0．8 1，004 1．4
合 計 5，088 100．0 8，861 100．0 16，693 100．0 28，180 100．0 11，066 100．0 69，888 100．0
出典：高橋泰隆『中島飛行機の研究』日本経済評論社，1988年，75頁，表 2－8。なお，表は本稿に必要な箇所のみに加工した。
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直接材料費
直接費 直接工費
直接経費
間接材料費
製造間接費 間接工費
間接経費
一般管理費及販売間接費
販売直接費
製造原価
一般管理費
総原価
となるのであろうし，試作部門の必要性は航空機工場
の特徴の一つである。
航空機の生産に際しては，まず製造指図書が発行さ
れる。それは「一原価計算期間内ニ完了予定ノ生産機
数ニ割当テ分割発行スルモノトス」8）と規定されてい
る。原価は各機種別に発行された製造指図書ごとに集
計され，その後機種別に作成された原価調書（某機種
原価集計表）によって監督官長に報告される。なお，
工事開始前に，製造指図書番号別に所要工数を予定
し，工費，材料費，間接費の各予算を編成し，工事の
進捗に合わせて，予算と実績とを対照して（予算統制
によって）能率の測定および冗費の節約を行い，工事
終了後に実際原価の集計を行う。とくに，間接費につ
いては「毎計算期初頭ニ於テ部門別，事項別ニ予算ヲ
樹テ支出ノ統制節約」9）が強調されており，ここには間
接費を予算で統制しようとする思考がみられる。
「第二章 原価ノ構成要素」で規定されている原価
の構成は，図表 2のとおりである。
さらに，原価構成とともに「原価ニ算入シ得サル費
用」に言及されているが，これは「陸軍要綱」第二十
七條に基づいて「別ニ相当勘定科目ヲ設ケ明確ニ区分
整理シ置クモノトス」10）とされている。
原価は直接費と間接費とに分類されるが，さらに直
接費は材料費，工費（労務費），経費に区分のうえ集
計される。
直接材料費の計算は「陸軍要綱」第十條に準拠し
て，価格要素と消費量要素に分けられる。同一材料で
受入価格が異なる場合には「買入順法又ハ移動平均価
格」で払出単価を計算し，消費数量は「継続記録法」
で計算する。また，やむを得ない場合には 1原価計算
期間を通じて予定単価，予定消費量の適用も認められ
ている。予定を用いた場合には，実際との差異が出な
いように注意し，もし差異が生じた場合には「差額勘
定ヲ設ケ決算期末ニ於テ損益勘定ニ振替整理ヲナスモ
ノトス」11）とされている。工場の都合によって，生じ
た差異は「損益勘定ニ振替フルコトナク期末ニ於テ其
ノ期間中ノ製品ノ原価ニ修正振替整理ヲナスコト」12）
もできる。なお，自家製造部品の原価は実際価格で計
算するが，やむを得ない場合には予定価格でも計算で
きる。
直接工賃は予定平均賃率によって計算し，実際支払
工費との間に差異が生じた場合には材料費の差異の処
理に準じる。また，出来高賃金は，直接工数によって
計算する。
以上が直接費の集計であり，間接費は区分表（別表
第二 製造間接費整理区分表，別表第三 一般管理費
及販売間接費整理区分表）に準じて，製造間接費と一
般管理費及販売間接費に分類して集計する。
製造間接費の大きな金額を占める有形固定資産の減
価償却費の計算は，「陸軍要綱」第十六條に準拠し
て，期首現在高に対して定率法を使用する。また，耐
用年数 3年以下の工具，型，備品の減価償却費の計算
は取替法を用い，取替費は経費として計算する。な
お，「陸軍要綱」第二十七條に定められた消耗工具は
当該期間の倉出価格で計算し，工場用および事務用消
耗品は，計算の便宜上購入価格または製作価格を当該
期間の原価とする。
間接費の各製造指図書への配賦は，製造間接費と一
般管理費及販売間接費に分けて行われ，以下のとおり
である13）。
イ 補助部門費ハ要綱第四十五條ニ依リ其ノ全テヲ
各製造部門ニ直接配賦スルモノトス
但，工具製作部費ハ各製造部門ニ直接ニ配賦ス
ルコトナク各工具ノ単価ヲ計算シ工具勘定及消
耗工具勘定ニ振替整理ヲナスモノトス
ロ 各製造部門ニ集合サレタル製造間接費ヲ各指図
書ニ配賦スルハ原則トシテ工数配賦法ニ依ルモ
ノトス
図表 2 「機体発動機要領」における原価の構成
出典：「機体発動機工場原価計算実施要領」陸軍航空本
部，昭和 15年 3月，第 7条より。
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直接材料費
直接費 直接工費
直接経費
間接材料費
製造間接費 間接工費
間接経費
工廠本部ノ費用及其ノ他本項目ニテ
整理スルヲ適当トスル費用
製造原価
一般管理費
総原価
しかし，当該規定からは必ずしもどのように部門別
計算を行うかは読み取れない。とくに，上記イにおい
て突然「補助部門…」という規定になっているが，製
造間接費の各部門への配賦手続きが明確ではない。
一般管理費及販売間接費は，各工場に対しては「之
ヲ各工場ノ資産額（拡張用資産ヲ除ク）其ノ他適当ナ
ル基準ヲ設ケテ按分配賦ス」，各製造指図書に対して
は「製造原価ヲ基準トシテ配賦スルモノトス」とされ
ている14）。また，間接費の製造指図書への配賦は予定
率によって行い，生じた差異については，他の費目と
同様の差異処理に準じることになる。
「機体発動機要領」では「陸軍要綱」の各規定を順
守しながら，民間向けに航空機工場独自の原価計算手
続きの規準が規定されており，原価計算期間を意識し
た製造指図書を原価集計単位とする部門別個別原価計
算の適用が指示されている。
Ⅳ．陸軍航空本部「陸軍航空工廠事業費整理規程」
「陸軍航空工廠事業費整理規程」（以後，「航空工廠
規程」と略称する）は陸軍航空本部によって昭和 15
年 4月に制定され，第一章 総則，第二章 原価計
算，第三章 予算及決算，第四章 報告，附則の章立
てであり，全 10条から構成されている。
「航空工廠規程」では，陸軍航空工廠における「事
業費整理」が規定されており，その目的は「製品ノ原
価ヲ計算シ其ノ事業成績ヲ判定スルト共ニ予算及決算
ヲ適確ニシ之ニ基キ事業ノ合理的運営ヲ期シ併セテ民
間調弁価格判定ノ資ヲ得ルニアリ」15）であった。「航空
工廠規程」における原価構成は図表 3のとおりであ
り，「機体発動機要領」における原価の構成とほぼ同
じである。
工廠の予算は年度初頭に割り当てられた額（令達さ
れた予算額）をベースにして 1年間の事業を遂行し，
作業量の増加その他やむを得ざる場合を除いて増額さ
れない。したがって，工廠長は令達された予算額を事
業費予算の限度として当該工廠事業の運営を行わなけ
ればならない。作業開始に際しては，作業命令ごとに
番号が付され，所要の工数が決められ，工費，材料
費，間接費の各予算が編成される。これを基に作業が
実施され，作業終了後，その実績が計算され，予算実
績の対照が行われる。
工廠長は毎年度 10月末までに，過去半年間を記録
した 4つの書類（総合的原価並推定損益調査表，工数
当工金率調査表，一般管理費配賦率調査表，主要原料
材料受払調査表）を作成し，陸軍航空本部長に提出す
る。これによって，工廠の作業能率が評価される。
先に考察した「機体発動機要領」は民間向けである
のに対して，「航空工廠規程」は工廠向けである。そ
れゆえ，「機体発動機要領」における一般管理費は，
一般管理費及販売間接費と販売直接費であるのに対し
て，「航空工廠規程」では販売費の概念がなく，一般
管理費のみが挙げられている。「航空工廠規程」にお
ける原価計算手続きは，「陸軍軍需品工場事業場原価
計算要綱竝当部ノ定ムル同要綱実施要領及機体発動機
工場原価計算実施要領ヲ準用スルモノトス」16）と規定
されており，他の関連規定に準拠するので，「機体発
動機要領」よりも予算決算の規定が中心であり，しか
も大変大雑把な規程となっている。
Ⅴ．海軍航空本部「海軍軍需航空機工場原価計算
細則」
海軍航空本部は，昭和 15年 1月に制定された「海
軍軍需品工場事業場原価計算準則」（以後，「海軍準
則」と略称する）に基づいて，同年 4月に「海軍軍需
航空機工場原価計算細則」（以後，「海軍航空細則」と
図表 3 「航空工廠規定」における原価の構成
出典：「陸軍航空工廠事業費整理規程」陸軍航空本部，昭
和 15年 4月，第 4条より。
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材料費
服業工費
付随工費
工場間接費
一般間接費
直接費
工　費
製造原価
特別費
間接費
略称する）を制定した17）。この目次は，以下のとおり
である。
第一章 総則 第三節 工費
第四節 特別費
第四章 間接費
第五章 綜合原価計算
第六章 工業会計
第七章 提出書類
第二章 工事番号
第三章 直接費
第一節 直接費の整理
区分
第二節 材料費
別紙第一 機体発動機部品区分例
別紙第二 原価集計表
別紙第三 原価総括表
別紙第四 時間及工費明細表
別紙第五 間接費一般管理費及販売費明細表
別紙第六 原価ニ算入セザル費用明細表
「第一章 総則」では，「海軍航空細則」が準拠した
規程，適用工場，原価計算形態，製造指図書番号の付
与の方法が明示されている。各海軍関係の（おもに民
間の）航空機工場は，「海軍航空細則」に沿って原価
計算を実施しなければならなかった。その原価計算手
続規定については「本細則は主として個別原価計算に
関することを規定す」18）とある。また，「海軍軍需航空
機機体及発動機の原価計算は海軍軍需品工場事業場原
価計算準則によるものとす」19）とされている。工事の
着手にあたっては工事番号が付せられ（製造指図書の
発行），工事番号ごとに所要時間，材料費，工費およ
び特別費が予定され，これが監督官に提示される。
「第二章 工事番号」では，工事番号付与手続きが
規定されている。
まず，工事番号付与の際には，「工事番号付与の手
続竝に一工事番号を以て整理すべき内容及数量は之を
原価計算実施手続きに明ならしむるものとす」20）とさ
れている。大量生産をする場合には，工事番号は適当
な機数に区切って付し，海軍関係工事，陸軍関係工
事，民間関係工事別に付与する。
「海軍航空細則」には原価構成要素の規定はない
が，別表第二および各規定から類推すると，原価構成
は図表 4のとおりである。
図表 4の原価構成に基づき，原価集計が行われる。
「海軍航空細則」における原価集計の概要は，次のと
おりである。
1．製造原価を直接費と間接費とに分類する。
2．直接費を製造指図書に直課する。
3．間接費を部門経由（部門費計算については示唆
のみ）で製造指図書別に配賦する。
「第三章 直接費」と「第四章 間接費」では，原
価集計の概要が示されている。
直接費は準備費，製作費，試験検査費に分けられ，
準備費は「設計，製図，実験研究其他製作の実験
費」，製作費は「製品本体の製作費」，試験検査費は
「竣工必要なる試験検査費，手直費，調整費等」であ
る21）。また，試製機体及試製発動機に対する直接費は
研究費（基礎研究費，設計及製図費など），治具費に
対する直接費は製作費（本体製作費，改造費），試験
検査費に対する直接費は試験飛行費，手直費などであ
る。なお，試製機体の基礎研究は当該機体に対する風
洞実験費，水槽試験費，荷重試験費，物理化学試験
費，その他の基礎研究など，試製発動機の基礎研究費
は当該発動機に対する単筩試験費，社内実験用発動機
製作および試験運転費，試製部品試験費，物理化学試
験費，その他の基礎研究などを含む。
材料費は主要材料と自己生産品が規定されている。
主要材料でも一工事当りの材料消費量が算定困難なも
のは，一定の標準によって各工事に割掛ける。また，
自己生産品を材料として工事に使用する場合には，別
図表 4 「海軍航空細則」における原価構成
出典：「海軍軍需航空機工場原価計算細則」海軍航空本
部，昭和十五年四月，別表第二より作成。
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に処理する。工費は服業工費，附属工費（特種時間
給，特種事業加給，奨励加給）である。工費は原則と
して実働時間を用いて職種別に計算するが，同一職種
であっても作業能率に著しく差異がある場合には能率
別に計算する。実働時間を記録するために，毎日，作
業時間日報が作成される。また，特別費は「整理する
べき費用はその範囲及賦課標準を定め之を原価計算実
施手続に明ならしむるものとす」22）と規定されてお
り，具体的な費目などの列挙はない。
間接費は「準則第二十條に定むる間接費事項は工場
の実情に応じ之を細別整理することを得」23）と規定さ
れ，期首に間接費費目ごとの予算が編成され，実績と
対照される。間接費の主要構成要素の 1つである機械
および装置の減価償却は定率法による。間接費は部門
別計算を行うことが示唆されているが，これにかかわ
る規定は，次の 2規定のみである24）。
1．製造部門は機体，発動機及試製に分ち更に之を
海軍関係及陸軍関係に分かつものとす
2．間接費の各部門及各工事番号への按分賦課標準
は原価計算実施手続に明ならしむるものとす
工場間接費および一般間接費の配賦は定額で行い，
この定額を定めたときは資料を添えて監査官に報告す
る。
「第五章 綜合原価計算」では「綜合原価計算に於
て単価を決定すべき単位は予め之を決め原価計算実施
手続に明ならしむるものとす」，「綜合原価計算を行ふ
べき工事の種類は予め之を決め監査官に報告するもの
とす」25）と簡単に規定されている。
「第六章 工業会計」では「勘定組織及其の関連は
之を原価計算実施手続に明ならしむるものとす」26）と
されている。これも体系については，具体的な規定は
ない。
「第七章 提出書類」では図表 5の区分によって報
告書類を作成し，監督官に提出することが示されてい
る27）。
なお，図表 6は「別紙一 機体発動機部品区分
例」，「一 機体」の一部である28）。
別紙一では航空機工場特有の部品が並んでおり，こ
の一つひとつの項目が原価集計単位となっている。
「海軍航空細則」の原価集計は，条文ではなく上記の
別紙第一 機体発動機部品区分例を始めとして，別紙
第二 原価集計表，別紙第三 原価総括表，別紙第四
時間及工費明細表，別紙第五 間接費一般管理費及
図表 5 提出書類の区分
提出書類 様式 提出期限
原価集計表 別紙第二 工事完了の都度
原価総括表 別紙第三
営業期経過後二月以内
時間及工費明細表 別紙第四
間接費，一般管理費及販売費明細表 別紙第五
原価ニ算入セザル費用明細表 別紙第六
図表 6 機体発動機部品区分例（機体の一部）
主翼部分 尾翼部分 降着装置
上翼 （補助翼を含まず） 基準翼 尾翼 車輪（又は浮舟）
下翼 （同） 副翼 昇降舵 脚機構（引込装置を含む）
補助翼 翼間支柱 縦鰭 尾輪，尾脚（又は補助浮舟）
「フラップ」 翼間張線 方向舵
中央翼 支柱張線
胴 （艇） 体

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び販売費明細表，別紙第六 原価ニ算入セザル費用明
細表において示されている。図表 7に，別紙第三 原
価総括表の一部を示した29）。
「海軍航空細則」は構成がかなり簡素であり，1条 1
条の規定も詳しくない。この規程単独ではどのような
原価集計を行うべきか読み取ることはできない。この
規程の条文の多くは「…するものとす」という表現が
多用されており，「海軍航空細則」は民間航空機メー
カーへの規程作成上の注意事項を列挙したとも言え
る。
Ⅵ．立川飛行機株式会社「原価計算実施規定」
立川飛行機は，陸軍向けの航空機を生産していた企
業である。その前身は，大正 13年に飛行機の設計，
製作，販売を事業目的として設立された「株式会社石
川島飛行機製作所」であり，工場は中央区月島に建設
された。その後，昭和 5年に月島工場を廃止し，工場
を立川に移転した。昭和 11年には，商号を「立川飛
行機株式会社」に変更した。昭和 20年，終戦により
事業が閉鎖され，会社施設は進駐軍に接収された30）。
立川飛行機はおもに練習機を数多く生産したが，他
メーカーが開発した機体（一式戦闘機「隼」，四式戦
闘機「疾風」）などの生産や研究機（キ 77，ロ式 B
型）の開発，ロ式輸送機のライセンス生産などを行っ
ていた31）。立川飛行機では，航空機用の「原価計算実
施規定」（以後，「立川実施規定」と略称する）を昭和
15年 6月に制定した。この目次は，以下のとおりで
ある。
第一章 総則 第四章 間接費ノ計算
第二章 原価計算組織 第一節 通則
第三章 直接費ノ計算 第二節 間接費ノ配賦
第一節 直接材料 第五章 予算及決算
第二節 直接工費 第六章 勘定組織並ニ之
トノ連繋第三節 直接経費
第七章 報告
別表
第一 原価計算関係事務分担組織
第二 経営外損益勘定費目表
第三 原価部門区分表
第四 製造間接費整理区分表
第五 一般管理費整理区分表
第六 製造間接費集計表様式
第七 原価元帳様武
第八 直接材料配給系統図
第九 工費関係系統図
第十 間接費関係系統図
「第一章 総則」では，準拠すべき準則および要
綱，原価計算期間，作業命令書などが規定されてい
る。
まず，立川飛行機株式会社における原価計算事務は
すべて当規程によることが示され，この規程の特徴
は，「陸軍航空本部制定ノ機体発動機工場原価計算実
施要領ノ定ムル処ニ準拠シ陸軍軍需工場事業場原価計
算要綱其ノ他官ノ定ムル準則ニ基キ巌密ナル部門費計
算ヲ行フ個別原価計算トス」32）に表わされている。立
川飛行機はこの規定に従って原価計算制度を構築した
とみられ，「陸軍要綱」および直接的には「機体発動
機要領」を基礎としている。「機体発動機要領」と同
図表 7 原価総括表
製品種別 契約額 実働時間
総 原 価
契約額ト
ノ差額
契約額ト
ノ差率
直 接 費
間接費
販売費及
一般管理費
合計
材料費 工費 特別費 計
航本関係
機体

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直接材料費
直　接　費 直接工費
直接経費
製造原価
間接材料費
総原価 製造間接費 間接工費
間接経費
一般管理費
様に製品別計算は，この規程でも部門別個別原価計算
が適用されている。
さらに，原価計算期間（1ヶ月）の設定，作業開始
に際しての作業命令書ならびに仕事申付票（作業計画
書に基づいて現場に発行される作業要領書）の発行が
規定されている。作業命令書はいわば製造指図書であ
り，次のとおりである33）。
一，作業命令書ハ企画課ニ於テ発行ス
二，作業命令書ニハ左（下記－筆者）ノ事項ヲ指示
ス
（イ） 作業番号 （ロ） 作業品目 （ハ） 数量
（ニ） 註文先 （ホ） 契約納期 （ヘ） 作業
計画ノ概要
三，作業番号ニハ左ノ符号ヲ冠シ註文先ヲ区分ス
A－陸 軍 C－民 間 T－社内試作
間接作業ハ経費番号ヲ以テ処理ス
四，作業命令書ハ原則トシテ註文契約毎ニ発行ス
五，機体作業ニ於テハ一作業番号ニヨル作業ガ大口
ナル時ハ整理番号ヲ設ケテ細分ス
整理番号ノ設定ハ一ケ月ノ生産量ヲ基準トス
六，作業番号及整理番号ノ設定ニ就テハ各部課ニ於
ケル計画，作業並ニ原価ノ集計ニ支障ナキ様考
慮スルモノトス
七，発行セラレタル作業番号ハ変更セザルヲ原則ト
ス
「第二章 原価計算組織」では，原価計算担当部
署，証憑の流れ，原価構成が規定されている。
原価計算に関する事務は経理課計算係が主掌し，こ
の原価計算担当者は「陸軍要綱」およびその他官庁の
定めた準則の指示に従い，正確な製品の原価計算を行
うとともに，「作業及経費ニ関スル諸調査諸統計ヲ作
成シ関係部課ト連携シテ工場経営ノ合理化ヲ図ルモノ
トス」34）とされている。このとき，必要書類の発行に
ついては，「関係各部課ハ作業命令書出庫伝票其ノ他
諸伝票ノ発行運行等原価計算ノ適正迅速ナル整理ニ協
力スルモノトス」35）と決められている。作業命令書そ
の他の関係諸伝票は「符号番号ノ連繋」に注意し，こ
れが原価の集計や進捗度管理に役立てられる。
「立川実施規定」における原価の構成は，図表 8の
とおりである。
また，租税，支払利息，災害損失金，寄附金などの
「原価ニ算入スベカラザル費目」については，「陸軍要
綱」第二十七條の規定に準拠し，これに属す費目は
「経営外損益勘定」で処理される。
「第三章 直接費ノ計算」は，第一節 直接材料
マ マ
費，第二節 直接工費ノ計算，第三節 直接経費から
構成される。
直接材料費は主要材料と加工部品に区別され，さら
に前者は（イ）社内出庫材料，（ロ）下請加工部品用
支給材料，後者は（イ）買入部分品，（ロ）下請（外
注）加工工費，（ハ）社内製作部品に細分される。部
品課では買入部分品，外註加工工費，社内製作部品を
区分し，「主要材料及加工部品」の区分も関係各係で
決定し，品目表を作成する。主要材料の配給手続き
は，以下のとおりである36）。
一，材料計画係ハ計画係ヨリ送附ノ計画表並ニ作業
命令書ニ基キテ所要材料ノ計画ヲナシ購入ヲ要
スルモノニ対シテハ購買申請書ヲ発行シ購買係
ヲシテ購入セシム
二，製造部門ヘノ材料ノ配給ハ計画係ヨリノ仕事申
付票ニ基キ材料計画係ノ作成セル倉出伝票ニヨ
リ倉庫ヨリ出庫ヲナス
三，倉出伝票ハ作業命令並ニ整理番号ノ工事区分毎
ニ分割作成スルモノトス
四，下請工場支給材料ハ部品課ヨリノ請求ニヨリ註
文書毎ニ倉出伝票ヲ発行シ倉庫ハ之ニヨリ下請
図表 8 「立川実施規定」における原価の構成
出典：「原価計算実施規定」立川飛行機株式会社，昭和 15
年 6月，第 9条より。
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工場ヘ配給ヲナス
五，前記ノ場合ノ倉出伝票ハ凡テ（甲）ヲ使用ス
六，誤作，図面改正其他ニヨル再出庫ニ対シテハ倉
出伝票ヲ朱書スルト共ニ其原因及引渡部門，発
生作業番号ヲ明記スルモノトス
七，余剰其他ニヨリ材料ヲ倉庫ニ返納スル時ハ倉出
伝票ヲ返納伝票ト朱書シ返納ノ原因ヲ明記シ倉
出当時ノ作業番号ヲ記入ス
八，誤記，誤算其他ニヨル訂正モ前記手続ニ準ジ訂
正伝票ヲ作成シテ行フ
上記手続きからは航空機の生産には多くの材料と外
注部品が必要になり，その処理と管理が原価計算の規
定を通じて行われたことがわかる。
材料計画係はおもに作業命令書に基づいて材料を購
入し，倉庫係は材料出庫の際に倉出伝票によって材料
引渡帳の記帳整理を行い，倉出伝票を材料計画係に送
付する。材料計画係は倉庫係より送付を受けた倉出伝
票によって材料配給帳に記帳するとともに，材料計画
表の計画数量と出庫数量との照合，その他伝票の紛
失・誤記・脱落の有無などを監査した後，伝票を計算
係に送付する。また，倉庫係は毎期在庫品を調査し，
棚卸票を作成して現品と帳簿との突合せを行う。直接
材料費の消費価格は購入価格により，購入価格が異な
る時は移動平均価格法による。なお，購入価格は原則
として持込引渡価格とする。
下請加工部品の配給手続きについては「部品課ハ作
業命令書ニヨリ外註スベキ部品ノ所要数量ヲ決定シ購
買申請書ニ価格，註文先其他ヲ記入シ関係部課ヘ送付
ス」，「発註決定シタル時ハ材料ノ支給ヲ要スルモノハ
材料計画係ニ支給方ヲ依頼ス」と規定されている37）。
下請工場で完成した加工品は，納品書とともに現品が
部品倉庫に納入され，部品倉庫ではそれを検査し，合
格品のみを納入し，その結果は納品書の所要欄に記入
され，計算係に送付される。部品倉庫では納入部品を
製造部門へ配給する場合，引当作業番号に対する倉出
伝票を作成し，これを計算係に送付する。このとき，
倉出伝票は外注部品を示す（甲）を使用し，外註加工
部品，買入部品の区別を明記する。外註加工部品の価
格は加工費のみを部品価格として取扱い，支給材料費
は別途計算する。
社内製作部品は各製造部門より検査合格品に社内製
部品送達書を添付し，部品倉庫に納入する。配給手続
きは下請加工部品と同じであり，社内製部品送達書一
部を計算係に送付する。社内製作部品の原価は原則と
して実際価格で計算するが，一部は予定価格を用いて
もよい。このとき，予定価格により計算する品種およ
び価格は，別途に定められている。
材料出庫に関する記帳法および記帳手続きは，以下
のとおりである38）。
一，材料関係ノ元帳記帳法ハ継続記録法ニヨル
二，倉出伝票ハ毎月十五日迄ニ計算係ニ送付セラレ
タルモノヲ其月ノ出庫材料トシテ計算ス
三，材料計画係及部品課ヨリ計算係ニ送付セラレタ
ル倉出伝票ハ品種寸度別ニ分類シ材料元帳及部
品元帳各口座ノ出庫欄ニ数量価格其他ノ所要事
項ヲ記入ス
四，金額ノ記入ヲ終リタル倉出伝票ハ作業番号及整
理番号別ノ作業単位毎ニ分類集計シ出庫材料作
業番号別内訳帳ニ記入ス
下請工場支給材料ハ作業番号別ニ整理シ置キ毎
期引当整理番号区分毎ニ計算ヲ行ヒ整理番号ニ
振替ヲナス
五，整理番号別ニ集計シタル倉出伝票ハ之ヲ主要品
目別ニ分類集計シ出庫材料品目別内訳帳ニ記入
シ材料費月表記入ノ基礎材料トス
六，返納材料ノ納入価格ハ出庫価格ニヨルヲ原則ト
ス
計算係は出庫した材料を出庫材料作業番号別内訳帳
に記入し，その後，原価元帳に記入する。原価元帳は
毎月末会計係に提出され，会計係は出庫額を材料費勘
定から仕掛品勘定に振り替える手続きを行う。また，
材料，部品を予定価格で計算した時は，実際価格と予
定価格による差異を調査して毎期末に材料消費価格修
正表を作成し，計算係から会計係に送付する。差異は
「損益勘定」に振り替えられる。毎期，計算係は倉庫
係の棚卸票に基づき現品と帳簿残高との照合を行い，
毎期末に棚卸表を作成し，監査役に提出する。
以上の材料費集計の流れについて，計算係のみに焦
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点を当てると，図表 9のとおりである。
直接工費は，製品の製造に直接関与した直接工員に
支払われる基本賃金と加給金（時間外賃金，その他割
増金）から構成され，監督指導に従事する工員の工費
および諸手当は間接費として整理する。工費計算は出
来高払制と時間による奨励金払制の 2種類がある。
出来高払の計算手続きは，次のとおりである39）。
一，企画課ハ作業命令書ニ基キ作業計画表，見積予
算表及請負申付単価表ヲ作成ス
二，右表（上記－筆者）ニ基キ作業計画ニ応ジ仕事
申付票及仕事票ヲ作成シ製作課及各工場長ヲ経
テ請負代表者ニ交付ス
三，作業完了セル時ハ仕事票ハ完成品ニ添ヘテ検査
ニ提出シ同票ハ検査課製作課ヲ経テ企画課ニ送
ラレ調査ノ上計算係ニ送付シ之ニ基キ工費計算
ヲナス
四，検査不合格品ニシテ工員ノ過失ニ基ク誤作ニヨ
ルモノハ当該作業班ノ負担トシ右（上記－筆
者）ニヨラザルモノハ会社ノ負担トス
奨励金払制では実働工費に奨励金を加算して支払
い，計算手続きは出来高払制に準じる。
作業に対する加給金計算制度および工員の残業，早
出，徹夜等に対する手当金支給制度は別途定められた
賃金規定による。計算係は労務係から送付された就業
時間カードによって各人の実働工費を算出し，加給金
を計算して支払工費を決定する。このとき，各人の支
払工費を部門別に集計し，工費支払合計表を作成す
る。
直接工費は，出来高払の作業においては仕事票に記
載された金額であり，奨励金払制の作業においては一
時間当たり平均賃金率に作業時間を乗じた金額で計算
する。他方，企画課は毎日各作業班における作業を作
業命令書番号別に調査した後，作業時間報告書を作成
し，これを計算係に送付する。計算係は毎月 15日お
よび月末の 2回，作業時間報告書集計表を作成する。
さらに，計算係は工費支払合計表における各部門の就
業時間と作業時間報告書集計表とを照合し，一致した
ときは時間および工費を作業番号別に計算のうえ，作
業番号別工費記入帳を作成し，原価元帳，製造間接費
内訳帳に記入する。なお，作業計画上の理由によって
生じた直接工の作業の手隙（手待ち）に対する工費，
すなわち手隙工費は休業工費として計上する。
以上の工費集計の流れについて，計算係のみに焦点
を当てると，図表 10のとおりである。
直接経費は，（イ）荷造運搬費（運送保険料を含
む），（ロ）出張旅費（出張作業を要する場合の諸
費），（ハ）製造権利金及特許権使用料，（ニ）専用工
具費に区分される。社外支払費用については，会計係
が出金伝票を作業番号別に整理のうえ毎月直接経費支
払表を作成し，計算係に送付する。社内振替を要する
ものは，計算係が振替票を作成する。計算係はこれら
直接経費支払表，振替票により原価元帳に記入する。
「第四章 間接費ノ計算」では，第一節 通則，第
二節 間接費ノ配賦の構成で，間接費の処理が規定さ
れている。製造間接費と一般管理費はその整理費目区
図表 9 計算係における材料関係帳簿の記帳の流れ
出典：「原価計算実施規定」立川飛行機株式会社，昭和 15年 6月，別表より作成。
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分は，別表第四（補助材料及雑消耗品費を筆頭として
製造間接費費目が 29項目にわたって列挙されている）
および別表第五（事務用消耗品費を筆頭として一般管
理費費目が 20項目にわたって列挙されている）に基
づいて区分計算される。
間接材料費の計算手続きは，以下のとおりであ
る40）。
一，間接材料費ノ計算ハ原則トシテ直接材料費ニ準
ズ
二，間接材料ノ出庫請求ニハ倉出伝票（乙）ヲ用ヒ
各部門ニテ発行シ整理係ノ承認ヲ受ケ倉庫係ヨ
リ物品ヲ受領ス
三，間接材料ハ出庫請求ノ部門費トスルヲ原則トス
ルモ間接作業ニ使用スル材料ハ受益部門ノ部門
費トス
四，器具，工具，備品及共通ノ型類ニシテ耐用命数
三年以下ノモノ及価格ノ僅少ナルモノハ取換法
ニヨリ取換費ヲ以テ経費トス
五，計算係ハ倉庫係ヨリ整理係ヲ経テ送付セテレタ
ル倉出伝票ニ価格ヲ計算記入シ費目別部門別ニ
集計シ間接材料関係諸帳簿ノ記入整理ヲナス
六，出庫材料作業番号別内訳帳ヨリ製造間接費集計
表及一般管理費集計表ニ振替転記ス
間接工費は工費支払表，給料支払表により，製造間
接費内訳帳，一般管理費内訳帳に記入する。なお，間
接作業に対する工費の支払は，直接作業に準じる。ま
た，間接経費の計算手続きは原則として直接経費のそ
れに準拠する。減価償却費は大蔵省主税局において定
められた固定資産耐用年数の標準によって期首の価格
を基準として定率法により算出する。福利施設費は別
途会計として会社の負担額を当該部門費として処理す
るものとし，この処理に関しては別に定められてい
る。
減価償却費，火災保険料，退職手当繰入金，租税，
課金等の固定的費用は経費月割表により，その毎月分
を計上する。
試験研究費のうち，経常的な性質を有するものは当
該期間の経費に算入するが，新技術採用のための特定
の試験費または官の命じた特定の試験研究費で失敗し
たものも減価償却の方法により経費に算入する。
仕損費はその発生作業番号が明瞭かつ正常とみなさ
れる金額は直接費に計上する。しかし，引当作業番号
が不明瞭であるものおよび発生後相当期間経過したも
のは，発生部門の経費とする。他方，仕損費が多額で
あり，経費に計上できない場合は，損失として処理
し，さらに「陸軍要綱」第四十七條に定める作業屑売
却代金については，予め製造部門費より控除相殺して
製造間接費を計算する。
製造間接費の計算は，部門別計算が行われる。部門
個別費は部門に直課されるが，部門共通費は各部門に
配賦される。部門共通費の各部門への配賦基準は，以
下のとおりである41）。
一，建物設備償却費 各部門ノ占ムル建物面積
二，家屋税 同右（同上－筆者）
三，地租 同右
図表 10 計算係における工費関係帳簿の記帳の流れ
出典：「原価計算実施規定」立川飛行機株式会社，昭和 15年 6月，別表より作成。
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四，地代家賃 同右
五，火災保険料 同右
六，職員退職手当準備積立金 支払給料
七，工員退職手当準備積立金 支払工費
八，健康保険料負担金 同右
九，出征者手当 工数
十，器具工具償却費 同右
十一，備品償却費 同右
補助部門費はさらに「陸軍要綱」第四十五條によっ
て全額を製造部門へ配賦するが，配賦基準は以下のと
おりである42）。
一，動力部門費 使用電力量
二，検査部門費 工 数
三，管理部門費 工 数
製造部門費は製造部門を通過する全直接作業を対象
に工数を基準として配賦する。計算係は各作業命令書
の区分に応じて各製造部門の作業時間を調査し，これ
に製造部門の間接費配賦率を乗じて，製造部門費を計
算し，これは原価元帳に記入される。なお，一般管理
費は製造原価を基準として配賦される。
基本的に，間接費の配賦率には予定を用い，予定額
と実際額との差額は毎期末に製造間接費並一般管理費
配賦差額表を作成し，間接費差額勘定で処理する。
以上の製造間接費集計の流れについて，計算係のみ
に焦点を当てると，図表 11のとおりである。
「第五章 予算及決算」では，予算編成および決算
が規定されている。
関係帳簿の締切手続きは，毎月行われる。計算係は
作業完成通知を受けたとき，原価元帳を締切り，決算
整理を行い，毎営業期末に原価元帳より仕掛品勘定内
訳表と売上損益計算表を作成する。企画課は作業着手
前に，所要材料費，工数，工費，間接費に対して予算
を編成し，計算係が工事の進捗に伴って予算と実績と
を対照し，これによって「能率ノ測定及冗費ノ節約」
に役立てる。
「第六章 勘定組織並ニ之トノ連繋」では，勘定組
織とその連関が規定されている。原価計算手続き上，
毎月，総勘定元帳における勘定の振替は，以下のとお
りに行われる43）。
一，倉出伝票ノ計算整理終了セル時ハ材料勘定ヨリ
仕掛品，製造間接費，一般管理費及諸資産（機
械器具等）勘定ヘ振替
二，工費及給料ノ支払終了セル時ハ労働費勘定ト現
金勘定トノ仕訳記入
三，工費ノ作業別計算終了セル時ハ労働費勘定ヨリ
仕掛品，製造間接費及一般管理費勘定ヘ振替
四，給料ノ部門別計算終了セル時ハ労働費勘定ヨリ
製造間接費及一般管理費勘定ヘ振替
五，製造間接費ノ配賦終了セル時ハ製造間接費勘定
ヨリ仕掛品並ニ製造間接費配賦差額勘定ヘ振替
図表 11 計算係における製造間接費関係帳簿の記帳の流れ
出典：「原価計算実施規定」立川飛行機株式会社，昭和 15年 6月，別表より作成。
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六，一般管理費ノ配賦終了セル時ハ一般管理費勘定
ヨリ仕掛品並ニ一般管理費配賦差額勘定ヘ振替
七，売上高ニ対シ原価元帳ヨリ製品元帳ヘ転記セル
時ハ仕掛品勘定ヨリ製品勘定ヘ振替
「第七章 報告」では提出すべき報告書類が規定さ
れている。計算係は「陸軍ノ原価ニ関スル報告書類徴
取要領」（昭和 17年）に基づき，次のような報告書類
を作成することになる44）。
一，材料費ニ関スル統計報告
（イ）手持品統計表 （毎決算期）
（ロ）材料費月表 （毎月）
二，工費ニ関スル統計報告
（イ）従業員給与表 （毎決算期）
（ロ）労働費月表 （毎月）
三，間接費ニ関スル統計報告
（イ）製造間接費部門配賦表 （毎月）
（ロ）部門共通費配賦基準表 （随時）
（ハ）補助部門費配賦率表 （随時）
（ニ）製造間接費，一般管理費配賦率表
（毎決算期）
（ホ）固定費変動費比較月表 （毎月）
（ヘ）固定資産統計表 （毎決算期）
四，原価一般ニ関スル統計報告
（イ）原価計算表 （毎月）
（ロ）生産高表 （毎決算期）
（ハ）仕損品統計表 （毎決算期）
（ニ）伝票系統一覧図 （随時）
このような書類の他に，計算係は必要に応じて原価
計算に関する各種の報告書ならびに経営上の諸統計
表，監査表を作成しなければならない。これらは工場
監査の対象となる。
以上，「立川実施規定」を瞥見したが，陸軍より注
文を受けていた関係で陸軍の諸規程にきわめて大きな
影響を受けている。
Ⅶ．中島飛行機株式会社「原価計算実施手続
（案）」
中島飛行機は中島知久平によって大正 6年に設立さ
れた「飛行機研究所」からスタートし，大正 7年 4
月，中島飛行機製作所に改称した。同年 5月，川西清
兵衛と業務提携し「日本飛行機製作所」に商号を変更
した。その後，大正 8年に川西との提携を解消し，再
び中島飛行機製作所に改称した。大正 14年に東京工
場，昭和 13年に武蔵野製作所，昭和 15年に小泉製作
所，昭和 19年に宇都宮製作所を開設した。その間，
昭和 6年 12月に「中島飛行機株式会社」（資本金
1，200万円）に改組されている45）。
中島飛行機の創立者である中島知久平は海軍を退役
した軍人であったが，航空機メーカーとしては陸軍と
も強い結びつきがあり，海軍と陸軍の両方に対して航
空機を納入していた。図表 1によれば，昭和 16年
（1941年）から昭和 20年（1945年）までの生産機数
も全体の 28．0％で第 1位であり，とくに昭和 20年中
の生産機数はその年全体の 36．3％を占めており，そ
の生産能力は他を圧倒していた。このように，中島飛
行機の量産能力には定評があり，1万機以上生産され
た零式艦上戦闘機のうち開発元である三菱重工業製は
約 4割ほどで，他はすべて中島飛行機の生産であっ
た。
「尾島工場原価計算実施手続（案）」（以後，「尾島実
施手続」と略称する）は，中島飛行機尾島工場におけ
る原価計算規程であり，「昭和十六年七月十九日」の
日付が付されている。当時，群馬にあった中島飛行機
の工場は，図表 12のとおりである46）。尾島工場は小
泉製作所の分工場であり，航空部品を生産していた。
また，手許に機体組立本工場である小泉製作所の業務
規程があるが，これには小泉製作所に原価計算規程が
存在したことが記されている47）。「尾島実施手続」の
構成は，以下のとおりである。
第一章 総則 第四章 綜合原価計算
第二章 計算準備 第五章 予算及決算
第三章 製造原価 第六章 工業会計
第一節 材料費ノ計算 第一節 勘定組織
第二節 工費 第二節 帳簿組織
第三節 特別費 第八章 提出書類
第四節 間接費 附則
※ この規程には第七章がないが，ママとした。
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材料費
服業工費
付随工費
専用器具費
工場用事務用消耗品費
特許権使用料
保険料
旅費
荷造運搬費 鍛練費
外注加工費 熱処理費
特殊工場費 砂噴費
鍍金費
工場間接費
熔接費
一般間接費
工　費
直接費
特別費
製造原価
間接費
「尾島実施手続」は 7章立て全 81条構成である。
「第一章 総則」においては，この規程の基本的なコ
ンセプトが「中島飛行機株式会社尾島工場ニ於ケル原
価ノ計算ハ本実施手続ノ定ムルトコロニ拠ル」48）と示
され，本工場（小泉製作所）の分工場として機械部品
を製作する尾島工場の原価計算実施手続きが規定され
ている。なお，当該規程で不十分な場合には「海軍々
需航空機工場事業場原価計算準則及海軍軍需航空機工
場事業場原価計算細則竝ニ海軍機機体関係実施手
続」49）に準拠することが，但し書きとして添えられて
いた。ここから，海軍向けの部品を製作していたこと
がわかる。事実，小泉製作所は海軍機専用工場であっ
た。ただし，海軍軍需航空機工場事業場原価計算細則
は先に言及した『海軍小史』に記されていた航空機工
場の原価計算規程であるが，海軍々需航空機工場事業
場原価計算準則，海軍機機体関係実施手続の存在は確
認できていない。
尾島工場は本工場の部品製作にあたっているので，
図表 12 中島飛行機における群馬にあった工場
工 場 名 工場所在地
管理工場 秘密工場 軍用資源秘密保
護法による指定
工場管理範囲 管理区分
管理開始
年月日
秘密工場
指定
年月日
太田製作所 新田郡太田町 工場全部 陸海軍 1938．9．20
陸軍
海軍
1939．3．7
1939．2．20
○陸軍，海軍
小泉製作所 邑楽郡大川村 工場全部 海軍 1941．3．15 － － －
尾島分工場 新田郡尾島町 工場全部 海軍 1941．3．15 － － －
前橋工場 前橋市天川原 工場全部 陸軍 1942．6．30 － － －
太田飛行機格納庫 新田郡太田町 格納庫 陸軍 1942．6．30 － － ○格納庫，海軍
出典：高橋泰隆『中島飛行機の研究』日本経済評論社，1988年，207頁，表 4－2。なお，表は本稿に必要
な箇所のみに加工した。
図表 13 「尾島実施手続」における原価構成
出典：「尾島工場原価計算実施手続（案）」中島飛行機株式会社，昭和十六年七月十九日，第 5条より。
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（製作所）部品製作依頼書
（工場長）作業命令
（材料庫）材料庫出票 （工事計画班）材料及工費指定表 （調査班）作業伝票
（会計班）原価票
基本的には個別原価計算の使用が規定されているが，
部分的に特殊工程（鍛練作業，熱処理作業，砂噴作
業，鍍金作業，熔接作業）については，総合原価計算
が適用されている。これらの原価集計に関する事務は
会計班が担当し，原価は費目別，部門別，製品別に計
算される。部門区分としては，製造部門が第一工場，
第二工場，第三工場，第四工場，螺子工場，特殊工
場，補助部門が工具工場，汽鑵室，電気室，管理部門
が総務係，作業課，福利施設であり，基本的に工場単
位で部門が設定された。
提示された原価構成（図表 13）によれば，製造原
価は直接費と間接費とに分けられ，直接費は材料費，
工費，特別費，間接費は工場間接費と一般管理費とに
細分されている。また，工費は服業工費，付随工費
に，特別費は専用器具費，工場用事務用消耗品費，特
許権使用料，保険料，旅費，荷造運搬費，外注加工
費，特殊工場費から構成される。さらに，特殊工場費
は鍛練費，熱処理費，砂噴費，鍍金費，熔接費に分類
されている。
「尾島実施手続」の原価構成は，明らかに「海軍準
則」の原価構成に由来するものである。
なお，原価に算入しない費用，すなわち図表 13に
該当しない費目については，静止勘定，雑勘定分類で
ある元工場勘定へ振替えられる。
「第二章 計算準備」では，製作命令から完成に至
るまでの一連の流れと廻附するべき証憑が規定されて
いる（図表 14）。
製作所からの部品製作依頼書に基づいて，工場長が
当該作業（工事）の開始を命令する。なお，作業命令
遂行上必要となる治工具の製作，機械設備に関する工
事などについては，所長の承認を得て工場長がその作
業命令を発令する。また，発せられる作業命令には，
小泉製作所からの製作依頼に基づく作業命令，自工場
の資産に計上される工事の作業命令，自工場の経費に
計上される工事の作業命令，機械設備工事の作業命
令，特殊経費（防空演習などの特殊な行事に要する経
費）命令の 5種類あり，それぞれには「（泉）」，
「（資），「（経）」，「（設）」，「（特）」のように「命令ノ区
分」ごとに符号が付された。
さらに，作業命令のうちの「機械設備工事」には，
下記のような機械工事が含まれる50）。
一，旋盤 （据付工事ヲ含ム）五，研磨機（〃〃）
二，精削機（ 〃 〃 ）六，ターレット（〃〃）
三，形削機（ 〃 〃 ）七，雑機械（〃〃）
四，穿孔機（ 〃 〃 ）八，装置 （〃〃）
作業命令が下されたのち，工事計画班で作業方針が
立てられ，工場長の承認のもと，所要材料および工費
が決定され，これに伴う所要実働時間が予定される。
そして，材料及工費指定表が作成され，これが調査班
に送付され，他方，材料庫へは材料庫出票が発行され
る。なお，器具，工具，什器，消耗品などの直接材料
部品以外の物品を使用する場合には，関係部署が一般
庫出票ヲ発行し，需要品の配給を受ける。
材料及工費指定表を受け取った調査班では，所要事
項を発行台帳に記録し，作業伝票を作成し，職場事務
所に送付する。この作業伝票は「一工事」ごとに発行
される。調査班が作業伝票を発行した後，材料及工費
指定表は会計班へ廻附される。会計班では材料及工費
指定表に基づいて，原価票を作成する。そして，作業
図表 14 製作命令から完成までの証憑の流れ
出典：「尾島工場原価計算実施手続（案）」中島飛行機株式会社，昭和十六年七月十九日，第 7条から第 19条より作成。
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実施上発行された証憑には，必ず作業命令区分番号が
付され，最後に工事に関する原価が作業番号別に計算
される。
原価の計算は「第三章 製造原価」において，材料
費，工費，特別費，間接費の順で規定されている。
材料費は，次のように分類かつ定義されている51）。
一，主要材料費 製品ノ実体ヲ構成スルモノ其ノ他
製造ノ為直接ニ費消セラルル主要材料ノ費用ヲ
謂フ
二，買入部品費 買入レタルマヽ製品ニ取付ケラレ
其ノ組成部分トナル部品ノ費用ヲ謂フ
三，自己生産品費 自工場内ニ於テ製作シ在庫品ト
シテ取扱ハルヽ部品ノ費用ヲ謂フ
なお，材料無償支給の外注加工については，供給材
料費を外注加工賃に加算の上，買入部品費として処理
する。
材料費は消費価格に消費数量を乗じて計算する。こ
のとき，消費価格は「製造所ヨリノ供給価格竝ニ買入
価格」，消費数量は「継続記録法」を用い，同種材料
であっても受入価格が異なる場合には，「移動平均価
格」を用いるが，「移動平均価格法ニ依ルヲ不適当ト
認ムルモノ」については「買入順法」を用いる52）。ま
た，価格が未定な場合には「見積価格」を用い，当
然，見積価格を計算するときは，「実際価格トノ差額
ハ之ヲ極力僅少ナラシムルコトニ努メ」53），実際価格
との差異が生じた際には，「修正ヲ行フ」ことにな
る。しかしながら，原価計算上，差異の修正が困難な
場合，もしくは僅少な場合には「材料費差額勘定」で
処理する。
職場事務所は作業伝票を材料庫に提出し，材料払出
を受け，他方，材料庫では材料庫出票にその旨記入
し，会計班にそれを送付する。材料庫出票を受け取っ
た会計班は，「材質，寸度若シクハ型式部品番号，名
称毎ニ口座ヲ設ケタル材料受払簿ニ其ノ数量及価格ニ
付払出手続」54）を行い，原価票の材料費欄へ記入す
る。
工事所要材料については，工事計画班から製作所へ
材料要求票が発行され，この写しが材料庫に送付され
る。製作所からの給付材料が着荷したとき，材料庫で
はこれを検収した後，受入報告書を 2通作成し，工事
計画班と会計班へ送付する。材料受入価格について
は，製作所会計課からその都度通知を受ける。
庫出票に指示された材料を作業場に払い出した際に
生じる材料片は，間接費として処理し，これを他の工
事に利用した場合には，それを材料費から控除する。
労務費は工費として処理され，次のように区分され
る55）。
一，服業工費－製品製造ノタメ直接費消セラルヽ労
働力ニ対スル基本賃金ヲ謂フ
二，附随工費－製品製造ノタメ直接費消セラルヽ労
働力ニ対スル加給金ヲ謂フ
賃金の計算は「賃金規則」，直接工と間接工の区分
は工名区分表による。
工費は消費賃率に作業時間を乗じて求め，出来高給
では実際支払賃金，時間払賃金では平均賃率と実働時
間を用いる。
労務副費として生じる項目は，次のように処理す
る56）。
「従業員ノ管理及福利施設ニ関スル費用例ヘバ工
場法，健康保険法，退職積立金及退職手当法等ニ
ヨル事業主負担額，従業員募集費，従業員保健衛
生費，従業員体育費，歳暮及賃金規則ニ定ムル諸
手当等ハ労働副費トシ工費ニ算入セズ間接費トシ
整理スルモノトス」
工賃計算担当者は，請負工事計算表を作成し，個人
別に勤勉加給金を算出し，会計班へ送付する。会計班
は工賃計算表で個人別に支払額を算出し，賃金台帳に
よって賃金集計ならびに賃金および就業状況を調査す
る。
直接工の実働時間は，作業日報によって作業番号別
に集計する。作業日報は「実働時間一時間ヲ以テ一工
数」として作業職場総長（または伍長）が毎日作成
し，これを会計班は個人別に設けた勤怠簿と照会し，
「当該原価票工数欄ニ所要実働時間」を記入する57）。
作業が終了した後，作業伝票は調査班から会計班へ送
付され，当該原価票に記載の実働時間を合計して工費
欄に工費を記入する。
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特別費は，「材料費，工費外ノ費用ニシテ特定製品
ニ直接ニ負担セシムベキモノ」をいい，次のように区
分される58）。
一，専用器具費 五，旅費
二，工場用事務用消耗品費 六，荷造運搬費
三，特許権使用料 七，外註加工費
四，保険料 八，特殊工場費
上記における外注加工賃は「供給材料ト合セ買入部
品費トセザルモノ」，同じく特殊工場費は「特定製品
ノ一工程タル工事費」をいう59）。特別費に属する各費
用は，発生の都度，関係証憑に基づいて原価票に記入
される。なお，特別費が数種の製品に共通して発生し
たときは，その都度，配賦基準を決めて製品に配賦す
る。「尾島実施手続」の特徴は，「立川実施規程」にみ
られない精緻な特別費の分類にある。
間接費は「多数ノ製品ニ対シ共通ニ発生シ特定製品
ニ直課セシムルコト困難ナル費用」をいい，これは
「工場間接費及一般間接費」に区分され，部門別計算
が行われる60）。
間接費に属する物品の消費価格および賃金の計算
は，直接費に属する材料費及工費の計算方法に準じ
る。
間接費は部門別計算をするために，「其ノ発生シタ
ル部門」に集計し，もし「特定部門ノ為ニ発生シタル
コト明瞭ナルモノ」は当該部門に直課し，「各部門ニ
部共通シテ発生シタル間接費」は別に定めた基準に
よって各部門に配賦する61）。このように集計した間接
費は「部門ノ部門費」とされる。
工場間接費は間接費事項別に間接費部門集計表に
よって各製造部門および各補助部門に集計し，その
後，補助部門に集計した間接費は下記の配賦基準に
よって各製造部門に配賦する62）。
一，建物及建物附属設備減価償却費
――― 各部門ノ占ムル床面積
二，同 火災保険料
――― 同 右（同上－筆者）
三，家 賃 ――― 同 右
四，地 代 ――― 同 右
五，地租及家屋税 ――― 同 右
六，煖房費 ―――各部門ノ容積
七，照明費 ―――各部門ニ於ケル燭光数
八，動力費 ―――据付機械ノ馬力数
九，材料切代費 ―――各部門材料消費高
補助部門費の製造部門への配賦基準は，下記のとお
りに定められている63）。
一，工具工場―――製造部門ニ配賦セヌ該工場ニ於
テ製作セル冶工具ニ配賦シ資産
勘定ノ借方ヘ記入スルヲ原則ト
ス
二，汽鑵室―――製造部門ニ於ケル直接工実働時間
三，電気室―――計量器ニ依ル「メーター」数
一般間接費は間接費事項別に各管理部門ごとに集計
する。
工場間接費および一般間接費は，会計班において下
記の証憑により部門別，事項別に記録する64）。
一，現金支払伝票 四，作業伝票
二，旅費伝票 五，振替内訳表
三，庫出票並ニ一般庫出票
なお，現金支払伝票は「通信費雑費等ノ支払間接
費」，旅費伝票は「間接費トスべキ各種出張旅費」，庫
出票・一般庫出票は「間接費トスべキ材料及事務工場
用消耗品費並ニ工具器具及什器費等」，作業伝票は
「間接費トスべキ工事ノ費用」，振替内訳表は「減価償
却費，動力費，照明費，煖房費，材料切代費等ノ部門
共通費」をそれぞれ示す65）。
特定期間に発生する下記の費用は，前期発生額を基
準として当期予想額を見積り，原価計算期間に引当計
算することになる66）。
一，減価償却額 四，社員賞与
二，退職手当積立金繰入金 五，保険料
三，在職手当積立金
固定資産の減価償却（残存価額は取得価格の一割）
については，昭和 13年 6月大蔵省主税局が定めた固
定資産耐用年数を標準として期首に資産に対して行
う。また，特許権は，その都度，内容および償却基準
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間接費は作業番号別に作業日報に基づいて記録した
原価票によって，「一工数当リ予定額」に下記の基準
工数を乗じて計算する67）。
一，工場間接費―――当該製造部門ニ於ケル工程別
直接工々数
二，一般間接費―――当該作業番号別直接工々数
一工数当たりの予定額は，下記のとおり計算す
る68）。
一，工場間接費
イ，製造部門費予想額－－－最近ノ実績ヲ参考ト
スル
他将来ノ諸計画ニ順応シ部門費計算ニ準シ
算定ス
ロ，製造部門別直接工々数予想額－－－最近ノ実
績ヲ参考トスル
他生産計画人員計画等ヲ参酌シ算定ス
ハ，製造部門別一工数当予定額－－－左記（下記
－筆者）方式ニヨリ算定ス
ハ＝イロ
二，一般間接費
イ，工場管理部門費予想額―――第一号（イ）ニ
準ジ算定ス
ロ，直接工々数予想額―――第一号（ロ）ニヨリ
算出シタル直接工工数ノ合計ヲ以テス
ハ，直接工一工数当リ一般間接費予定額―――左
記方式ニヨリ算定ス
ハ＝イロ
間接費計算において予定計算を行った場合には，間
接費の実際額と予定額の比較対照表を毎月作成する。
差異の僅少化に努め，もし差異が生じた原因が不適切
な予定額の設定にある場合には，期中にあっても予定
額を変更できる。ただし，生じた差異は間接費差額勘
定を設けて処理する。
製造過程で生じた材料の截片，その他作業屑などに
処分価値が存在する場合には，その価格を廃材戻入収
入勘定とし，間接費から控除する。
「第 4章 綜合原価計算」では，総合原価計算手続
きが規定されている。尾島工場では，基本的に個別原
価計算が行われているが，特殊工場（特殊工程）にお
ける下記の特殊作業には，総合原価計算を用いる69）。
一，鍛練作業 四，鍍金作業
二，熱処理作業 五，熔接作業
三，砂噴作業
これら特殊作業の工費，特別費，間接費を合計し，
総合原価を算定する。なお，消費した材料については
間接費として処理する。さらに，特殊工場の総合原価
を作業番号別に配賦するときは予定額で行う。この予
定額（実際額を基準として将来の諸状況を加味して定
めた額）は，各決算期首に総合原価計算表で集計した
総合原価を特殊工場の工費の総額で割り算した「工費
一圓当リ金額」である70）。
特殊工場工費一圓当リ＝ 総合原価特殊工場工費ノ総計
特殊工場における作業費は特定製品の 1工程分の工
事費であり，下記のとおりに計算される71）。
一，工 費 作業伝票ニヨリ計算ス
二，特別費 該当證憑ニヨリ算定ス
三，間接費 該当證憑ニヨリ算定ス
計算に際しては予定を使用しているので，生じた予
定額と実際額との差異は比較対照表を毎月作成し，適
切に処理する。なお，製造過程で生じた作業屑などの
処分価格は，間接費から控除する。
ここでは，総合原価計算という表題で「特殊工場工
費一圓当リ」が計算されているが，必ずしも製品の単
位原価を計算しているわけではなく，製造指図書に配
賦する予定額の計算となっている。したがって，これ
は通常の意味での総合原価計算ではない。
「第五章 予算及決算」で予算編成，決算が規定さ
れている。
会計班は毎期首に工費工数の予定ならびに間接費予
算の編成を行い，それと実績と対照し，冗費の節約に
役立つようにしなければならない。決算への手順は，
以下のとおりである。
工事の完了後ないしは製品の完成後，ただちに検査
が実施され，合格品は製品倉庫に搬入される。この作
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業伝票は製品倉庫経由で調査班へ送付される。調査班
の作業伝票の発行担当者は，先に記入した発行台帳に
よって作業伝票を再び照査し，確認した後，工賃計算
担当者経由で会計班に送付する。これを受けて，会計
班は工事完了の都度，記入した原価票を締切って，原
価を算出する。
製作所からの受注品の原価を算出したときは，製作
所宛に納入部品原価通知書を発行する。この納入部品
原価通知書には，製品倉庫から製作所部品倉庫へ現品
とともに送附する部品送附票の番号，ならびに製作所
において附与した当該部品の工事番号が明記される。
自工場において使用する冶工具類の製作工事が完了
したとき，完成品は作業伝票を添付して器具倉庫へ搬
入される。この器具倉庫への受入手続き完了後，作業
票は調査班経由で会計班へ廻附する。会計班では，原
価票に準じて原価を算出し，器具倉庫で発行された受
入報告書に原価を記入し，それは関係部署へ廻附され
る。
「第六章 工業会計」では，勘定組織が規定されて
いる。ここからは，一般会計との結合が看取できる。
まず，尾島工場における勘定は，下記の勘定群に大別
されている72）。
一，静止勘定 六，製造原価勘定
二，財政勘定 七，製品勘定
三，費用種別勘定 八，半作品勘定
四，直接費勘定 九，仕損品作業屑竝材料切代勘定
五，間接費勘定 十，月次損益勘定
ここで注目するべき原価集計に関する勘定は費用種
別勘定，直接費勘定，間接費勘定，製造原価勘定，製
品勘定，半作品勘定，仕損品作業屑竝材料切代勘定の
各勘定である。
費用種別勘定とは「原価ニ繰入ラルべキ諸費用ヲ原
価要素別ニ決定セラルヽ迄整理スル勘定」をいい，貯
蔵物品勘定，工賃勘定，諸経費勘定に分けられる。い
わば，原価形態別分類に基づく要素別勘定である。
直接費勘定は「直接費ヲ集計スル勘定」であり，材
料費勘定，工費勘定，特別費勘定に，間接費勘定は
「間接費ヲ集計スル勘定」であり，工場間接費勘定，
一般間接費勘定に分けられる。
製造原価勘定は「製造原価ヲ集計スル勘定」であ
り，工場において仕掛中の製品に関する材料費，工
費，特別費，工場間接費および一般間接費を集計する
勘定である。
製品勘定は「工事完了ノ都度作業番号毎ノ原価ヲ算
出振替フル勘定」である。
半作品勘定は「半作品ヲ整理スル勘定」，仕損品勘
定は「工場ニ於ケル製品ノ生産過程ニ於テ発生セル仕
損品ヲ整理スル勘定」，作業屑勘定は「製品ノ生産過
程ニ於テ発生セル作業屑ヲ整理スル勘定」，材料切代
勘定は「材料ヲ作業職場ニ払出スニ当リ生ズル截片ヲ
整理スル勘定」である。
「尾島実施手続」における工業簿記関係の勘定をま
とめると，図表 15のとおりである。
帳簿は主要簿と補助簿に分けられる。主要簿は「総
勘定元帳及仕訳簿」をいい，勘定科目が設けられ，現
金収入伝票，振替伝票から記帳される。補助簿は補助
元帳または各種の証憑，書類から構成され，下記のと
おりである73）。
一，作業命令ニ関スル 五，工場間接費ニ関ス
ルモノ
六，一般間接費ニ関ス
ルモノ
七，原価ニ関スルモノ
モノ
二，材料費ニ関スルモノ
三，工費ニ関スルモノ
四，特別費ニ関スルモノ
なお，伝票帳簿類は原則として，伝票類は 3年間，
帳簿は 10年間保存する。原価計算に関する報告書類
は，製作所経由で監査官に提出する。最後に，附則と
して，以下が規定されていた74）。
「一，本実施手続ハ昭和十六年 月 日ヨリ之ヲ
実施ス
二，本実施手続ヲ改廃又ハ変更セントスルトキハ
実施一ケ月前迄ニ監査官ヲ経テ海軍大臣ニ申
請許可ヲ受クルモノトス」
以上，「尾島実施手続」を瞥見したが，海軍より注
文を受けていた関係で「海軍準則」にきわめて大きな
影響を受けている。
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材料費勘定
工 費 勘 定
特別費勘定
間接費勘定
Ⅷ．「立川実施規定」と「尾島実施手続」の特徴
の析出
これまで，おもに「立川実施規定」と「尾島実施手
続」を概説してきた。ここで，両規程の特徴を考察し
ていきたい。
最初のポイントは各規程の構成である。「機体発動
機要領」，「海軍航空細則」も含めた 4規程の構成は，
図表 16のとおりである。
「機体発動機要領」，「海軍航空細則」が原価計算手
続きの大枠を明示し，これに従い「立川実施規定」，
「尾島実施手続」が作成された。これら規程では原価
計算手続きのみならず，予算決算，工業会計システ
ム，報告が詳しい。これから見ると，「立川実施規
定」，「尾島実施手続」は「機体発動機要領」，「海軍航
空細則」の実施細則規程となっている。
2番目のポイントは規程の作成主体，目的，原価構
成，部門費計算，製品別計算である。図表 17では
「機体発動機要領」，「海軍航空細則」も含めて，「立川
実施規定」と「尾島実施手続」における規程構造を示
した。
図表 17からは「立川実施規定」と「尾島実施手続」
の大枠が概観できる。以下では，さらに「立川実施規
定」，「尾島実施手続」の比較によって，両規程の内容
を分析したい75）。
まず，最初に注目するポイントは原価構成である。
両規程とも原価は総原価であり，「立川実施規定」は
製造原価と一般管理費を区分し，両者を合計して総原
価を計算しているが，「尾島実施手続」は直接費と間
接費に区分したうちの間接費の中で，工場間接費と一
般間接費に区分し，直接費と間接費を合計して製造原
価（総原価）を計算している。
原価構成については「立川実施規程」が「陸軍要
綱」の原価構成であり，「尾島実施手続」が「海軍準
図表 16 「機体発動機要領」，「立川実施規定」，「海軍航空細則」，「尾島実施手続」における目次構成の比較
「陸軍要綱」に基づく規程 海軍要綱に基づく規程
「機体発動機要領」 「立川実施規定」 「海軍航空細則」 「尾島実施手続」
第一章 総則 第一章 総則 第一章 総則 第一章 総則
第二章 原価ノ構成要素 第二章 原価計算組織 第二章 工事番号 第二章 計算準備
第三章 直接費 第三章 直接費ノ計算 第三章 直接費 第三章 製造原価
第四章 間接費 第四章 間接費ノ計算 第四章 間接費 第四章 綜合原価計算
別紙 第五章 予算及決算 第五章 綜合原価計算 第五章 予算及決算
第六章 勘定組織並ニ 第六章 工業会計 第六章 工業会計
之トノ連繋 第七章 提出書類 第八章 提出書類
第七章 報告 別紙 附則
別表
図表 15 「尾島実施手続」における勘定の流れ
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則」のそれである。とくに，「尾島実施手続」におけ
る，間接費の取り扱いは「海軍準則」と同様に，間接
費区分が別表に規定されている。
次に，材料費の計算において，払出単価の計算は
「立川実施規定」が移動平均法，「尾島実施手続」が移
動平均法および買入順法を用い，消費数量の計算は双
方とも継続記録法を用いている。なお，予定価格の使
用は「立川実施規定」では一部に限定されている。他
方，「尾島実施手続」では価格が未定の場合には予定
価格（見積価格）を用いてもよいが，予定価格と実際
価格に生じる差異の修正はしなければならない。この
点は両規定とも若干「陸軍準則」，「海軍準則」の規定
と異なる。
第 3に，労務費の計算において，「立川実施規定」
では出来高払いは仕事票金額，奨励金払いは平均賃率
×作業時間，「尾島実施手続」出来高払いは実際支払
賃金，奨励金払いは平均賃率×作業時間である。この
処理については，おおむね両規程はそれぞれ「陸軍準
則」，「海軍準則」に準じている。
第 4に，製造間接費の計算において，「立川実施規
定」は間接材料費，間接労務費，間接経費の規定から
部門別計算の規定へと展開している。「尾島実施手続」
では間接費は一括して規定されており，工場間接費と
一般間接費の区分があるだけである。部門費計算は，
「立川実施規定」では製造間接費のみを部門別に集計
し，第 2次集計は直接配賦法を用いる。他方，「尾島
実施手続」では間接費すべては部門別に集計するとし
ているが，第 2次集計の方法については明確な規定が
なく，配賦基準が示されているだけである。この点に
ついて，両規程は「陸軍準則」，「海軍準則」の当該規
定と相似をなす。
第 5に，予算および決算について，「立川実施規
定」，「尾島実施手続」とも，予算実績比較による統
制，作業報告が規定されている。これは「陸軍準
則」，「海軍準則」にはない規定であるが，「立川実施
規定」，「尾島実施手続」とも明確である。受注側が冗
費を省き，効率的な生産を運営するために必要とされ
る予算統制に関する規定である。
最後に，「立川実施規定」，「尾島実施手続」とも，
工業会計システムについて規定されている。海軍陸軍
からの工場監査は財務諸表や原価計算，関係書類など
が対象になるため，財務諸表を作成するための会計シ
ステムを整えておかなければならなかった。この点に
ついて，両規程は「陸軍準則」，「海軍準則」の当該規
定と相似をなす。
このように，紛れもなく「立川実施規定」は陸軍系
列，「尾島実施手続」は海軍系列であり，「陸軍準則」
と「立川実施規定」，「海軍準則」と「尾島実施手続」
はそれぞれ構造的な類似性が認められる。
Ⅸ．おわりに
統制経済を運営していくために，軍需品工場事業場
検査令（昭和 14年 10月）が公布される前には，海軍
図表 17 「機体発動機要領」，「立川実施規定」，「海軍航空細則」，「尾島実施手続」における規程構造の比較
「機体発動機要領」 「立川実施規定」 「海軍航空細則」 「尾島実施手続」
作成主体 陸軍航空本部 立川飛行機（株） 海軍航空本部 中島飛行機（株）
目 的
機体発動機工場における
原価の計算
立川飛行機における原価
の計算
航空機工場における原価
の計算
尾島分工場における原価
の計算
原価構成
直接費と間接費 直接費と間接費 直接費と間接費 直接費と間接費
材料費，工費，経費 材料費，工費，経費 材料費，工費，特別費 材料費，工費，特別費
部門費計算
あり。第 1次集計，第 2
次集計
あり。第 1次集計，第 2
次集計
示唆。具体的な規定はな
い。
あり。第 1次集計，第 2
次集計
製品別計算 個別原価計算 個別原価計算 個別原価計算
個別原価計算，総合原価
計算（ただし，通例の意
味での総合原価計算では
ない）
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（未確認）
国家総動員法
軍需品工場事業場検査令
海軍準則陸軍要綱
「海軍軍需航空機工場事業場原価計算準則」「機体発動機工場原価計算実施要領」
「海軍軍需航空機工場事業場原価計算細則」「陸軍航空工廠事業費整理規程」
立川飛行機「原価計算実施規定」 中島飛行機「尾島工場原価計算実施手続（案）」
には艦船建造のための原価計算制度が存在し，陸軍に
はこれといった原価計算制度は表面上存在してはいな
かった。軍需品工場事業場検査令公布後，海軍は艦船
建造の原価計算のノウハウを活かした「海軍準則」，
陸軍はドイツから導入した思考を活かした「陸軍要
綱」を作成した。いわば，前者は海軍工廠の実務から
生まれてきた規程であり，後者はドイツの原価計算制
度を参考に研究者が作り上げた規程である。さらに，
航空機生産が本格化していく過程で，海軍は「海軍準
則」に基づいて，陸軍は「陸軍要綱」に基づいて航空
機工場用の原価計算規程を作成した。本稿の結論とし
ては，図表 18のような航空機工場のための原価計算
規程の系譜を提示したい。
本稿では「立川実施規定」，「尾島実施手続」を概説
してきた。これらは海軍陸軍が国家総動員法に基づく
軍需品工場事業場検査令による検査を容易に進めるた
めに，各軍需品工場事業場に作成させた原価計算規程
の一例である。当初，両規程を閲覧するまで，航空機
工場における原価計算は同機種を大量に生産するとい
う性格上，総合原価計算が適用されているとの認識を
もっていた。ところが，関係史料を検討したところ，
実際に規定されていたのは部門費計算を伴う製造指図
書別原価計算，すなわち部門別個別原価計算であっ
た。くわえて，個別原価計算でも，純粋個別原価計算
ではなく，ロット別個別原価計算と称するのが正しい
であろう。航空機は機種ごとのロット別生産が行わ
れ，ロット単位で個別原価計算が行われる。このと
き，ロットは一定数量の特殊な同一種類ないしは同一
規格の製品を限定的に生産した場合の単位である。ま
た，連続生産する同一種類ないしは同一規格の製品を
一定の単位に区切って生産した場合の単位である。た
だし，「立川実施規定」，「尾島実施手続」では，ロッ
トからの単位原価の計算は規定されていなかった。
また，両規程の考察前には，航空機工場ならではの
かなり専門的な原価計算規程が存在しているかと思っ
たが，一般製造業とかけ離れた航空機産業独自の原価
計算手続きが採用されているわけではなかった。その
反面，航空機産業は一般製造業とはその性質を異に
し，材料および部品の管理，おもに労働力に頼る組
立，この過程で徹底した品質管理が必要とされた。し
たがって，両者の原価計算規程からは製番管理，追番
管理の基礎となった製造指図書やその番号の付し方の
規定が大変詳しく，モノおよびカネの流れを製造指図
書別に捉えていく工夫がなされていた。
「陸軍要綱」と「海軍準則」では原価計算制度の系
譜が異なることに端を発し，「立川実施規定」，「尾島
実施手続」における特徴の違いが生じている。もちろ
ん，「立川実施規定」，「尾島実施手続」は，本研究で
図表 18 航空機工場のための原価計算規程の系譜
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称している原価計算制度の埒外にある。すなわち，原
価計算制度を「政府および公的機関が制定したもの」
と解しているので，民間が制定した原価計算制度は本
研究の枠組みでいう制度ではない。しかし，本稿にお
ける両規程の検討によって，これまでの研究が示して
きた異なる 2つの原価計算制度の系譜（財政会計制度
を源流とする原価計算制度の系譜とドイツ原価計算制
度を源流とする原価計算制度の系譜）が存在すること
を例証できたのではないかと思われる。
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